
調査から見る日本企業の広報力2016

メディアは重要ではない？
当研究所で２年ごとに実施している「企業広報力

調査」を題材に続けてきた本連載も今回で最終回と

なる。調査に回答いただけた533社に改めて感謝を

申し上げたい。もし回答をしそびれた企業があれ

ば、企業広報戦略研究所のサイトで簡易診断が可能

なので試していただければ幸いである。

最終回は、2016年調査結果の総括と「広報の未来」

についてまとめてみたい。

まず、今回の調査から見る企業の広報活動の変化

ポイントについて。

・	 広報ターゲットとして「メディア」が４位に下がり、

「従業員」「地域社会」の重要度が上昇（連載vol.５）。

・	 重要テーマとして「社内活性化」「危機管理」「ＣＳ

Ｒ（企業の社会的責任）」が急上昇（vol.５）。

・	 コンテンツ消費時代において「情報創造力」の重要

性がさらに高まってきた（vol.４）。

・	 最も伸びた活動は「自社に影響を及ぼす法規制や

行政の動向について、継続的に把握している」（前

回調査比+10.4ポイント）（vol.６）。

・	 そして、今後、未来に向けて広報責任者が最も注

力していきたい活動が「広報戦略」であるというこ

と（図１）。

メディアリレーションズから
パブリックリレーションズへの進化

調査結果を一言でまとめれば、「メディアリレー

ションズからパブリックリレーションズへの進化」

であると捉えている。

ＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービ

ス）が全世代に広く普及し、あらゆるステークホル

ダーが個々に意思表明を行い、発信力の強い個人は

マスメディアをもしのぐ“インフルエンス”力を発揮

し始めている。従来の新聞・テレビといった媒介者

（メディア）を主な対象としてきた「広報活動」が、パ

ブリックを対象としたリレーション活動に進化して

いる。こうした流れは今後もさらに加速していくだ

ろう。

しかし、企業のリソースは限られている。

マスメディアのみならず、多様なステークホル

ダーを対象としたリレーション活動をまんべんなく

展開していく余力は、よほど体力のある企業でなけ

れば難しい。

そこで、重要となってくるのが「広報戦略」である。

我々は広報戦略を「広報目標達成に向けたシナリ

オ」であると捉えている。

誰に、どのように思われたいのかといった「広報

目標」を明確にすることが広報戦略立案の第一歩で

ある。この目標が明確であれば、ステークホルダー

の優先順位付けがしやすくなり、限られたリソース

を戦略的に割り振ることが可能となる。

戦略なき広報に「未来」はない
「広報目標」を立てるための指標となるのが中期

経営計画などの経営戦略だ。今回の調査結果では

「中・長期的な広報戦略・広報計画を作成している」

企業はわずか28.1%にとどまった。３分の２以上の

企業が、戦略・目標がないまま広報活動をしている

可能性がある。経営戦略と密な連携を図ることが、よ

り良い「広報」の未来に繋がっていくと確信している。

当研究所では広報・ＰＲの発展に寄与する研究

を、産学連携で今後も続けていきたい。	 k

（企業広報戦略研究所
（（株）電通パブリックリレーションズ内）

　副所長　阪井完二）
この連載は今月号で終了します。

vol.7
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